
河川事業の再評価項目調書 

事業名 高梁川
たかはしがわ

水系直轄総合水系環境整備事業 事業主体 中国地方整備局 

所在地 高梁川直轄管理区間内 

事業概要 

事業の目的 

高梁川は岡山県西部に位置し、その源は中国山地の花見山（標高 1,188m）に発し、水島灘に注ぐ、

流域面積 2,670km2、幹川流路延長 111km の河川である。 

高梁川流域は古くから備中と呼ばれ、岡山県西部の政治・経済・文化の面で重要な地域であり、その

流域に歴史と文化を刻みながら、流域社会の基盤を築き、今日の河川環境を形成してきた。中流の松山

（現高梁市）は１６世紀頃に始まった高瀬舟による舟運でにぎわいをみせていた。 河口部では、岡山

県内一の水島臨海工業地帯が形成されており、高梁川はこの水島臨海工業地帯を支える工業用水を供給

しているほか、岡山市、倉敷市、総社市など 3 市 1 町へ農業用水を供給し、10 市 4 町へ水道用水を

供給するなど、地域の生活、農業、産業の基盤を支えている。 

平成元年に学識経験者や地元住民の代表によって｢高梁川水系河川空間管理計画｣が策定され、｢備中の

母なる恵み 高梁川 うるおいの流れをめざして｣を基本理念とし、高梁川水系を①都市近郊ブロック（テ

ーマ：快適ふれあい空間）②田園ブロック（テーマ：ふるさとふれあい空間）③渓谷ブロック（テーマ：

自然の魅力と出会いの空間）④ダム湖ブロック（テーマ：森と湖のふれあい空間）の 4 ブロックに分

けた空間管理により、流域住民に対してうるおいのある空間を提供するため、利用実態を考慮し、河川

毎に親水整備を各テーマに沿って整備していくこととしている。 

本事業は、地域との合意形成を図り、自然環境の保全に配慮しながら、生物の生息・生育環境の保全、

再生に取り組むとともに、地域特性を活かした水辺整備を行い、水辺空間の利用推進を図るものである。

 

事業の内容 

・古地箇所（きよね水辺の楽校）［H9～H10 年度］ 

   高水敷整正 20,000m2、階段工 2 箇所、進入路 230 m、散策路 250 m  

・総社箇所（そうじゃ水辺の楽校）［H12～H14 年度］ 

   高水敷整正 20,000 m2、散策路 1,000ｍ、芝付 8,000 m2、発着場 1 箇所、 

水路工 800ｍ、坂路 3 箇所、階段 7 箇所  

・川辺箇所（まび水辺の楽校）［H13～H15 年度]  

   高水敷整正 12,000ｍ2、散策路 1,500m、水路工 700ｍ、カヌー発着場 1 箇所、階段工 4 箇

所、坂路 2 箇所 

・赤鳥居箇所［H14～H15 年度］ 

   盛土 16,500ｍ3、水路工 320m 

・船穂箇所［H16 年度］ 

   親水護岸 100ｍ、カヌー発着場 1 箇所、坂路工 1 箇所、階段工 1 箇所 

・船穂箇所［H17 年度］ 

   伐木 10,000 m2、不陸整正一式、As 舗装道 1,200ｍ、高水敷整正 10,000 m2、地下埋保護

1 式 

・井尻野箇所［H18 年度］ 

   高水敷整正 10,000ｍ2、掘削 10,000ｍ3、階段 2 箇所 

・上成箇所［計画中］ 

   魚道改良 

・酒津箇所［計画中］ 

   親水護岸、高水敷整正等 

事業着手 

年  度 
平成 9 年度～ 

総事業費 1,032 百万円 既投資額 
H1８年度末時点まで 732 百万円 

（進捗率 65％） 
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性 に 関

す る 視
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ア）事業をめぐる社会情勢等の変化 

１）地域の開発状況 

・ 高梁川下流域の環境整備事業を実施箇所である倉敷市、総社市の人口は、平成 18 年７月現在で

合計約 543,900 人である。 

・ 倉敷市は、水島地区を中心に工業都市として発達し、平成 17 年度の製造品出荷額は 34,116

億円と県下第一位を誇り、総社市も、倉敷市水島地区に自動車部品を供給する工場が多くみられ、

2,018 億円の製造品出荷額（県内第５位）である。 

・ 観光面においても、瀬戸内のおだやかな風土と、高梁川がもたらした豊かな大地に恵まれて、「倉

敷市美観地区」、「鷲羽山」、「倉敷チボリ公園」等を中心に多くの観光客が訪れている。 

※［ ］は事業実施年度
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2） 河川の利用状況 

・ 高梁川には「きよね、そうじゃ、まび」の 3 箇所の水辺の楽校が整備されており、子供たちの

環境学習の場として利用されている。 

・ 沿川は貴重な水辺空間として、スポーツやレクリエーションの場として利用されており、毎年、

高梁川水上スポーツフェスティバルが開催されるほか、みどりの日に環境を考えるイベント

“Green Day”が総社箇所に場所を移すなど地域の活動拠点となっている。 

3） 関連事業との整合 

・ 沿川の自治体では、河川の自然や空間を利用したまちづくり計画を策定している。 

倉敷市  第五次総合計画後期基本計画（平成 18 年３月） 

総社市  生涯学習推進基本計画（平成 18 年 3 月）、新市まちづくり計画（平成 17 年３月）

旧真備町 全町緑化公園構想基本計画（平成 11 年 3 月） 

４）自然環境の保全 

・ 河川横断工作物により、魚類の遡上など縦断的つながりが阻害されている。魚類の移動性および

遡上などの生息・生育環境の保全を図る。 

 

イ）事業の投資効果 

１）効果の変化 

①利活用状況 

・ 環境整備箇所では、｢Green Day 200６｣や｢環境学習｣などの地域イベントが活発に開催され、

地域活性化に寄与している。 

・ そうじゃ水辺の楽校では、年間約１万人に利用されており、平成 18 年度からは、地元住民やカ

ヌー愛好団体でつくる｢サポートそうじゃ水辺の楽校｣が維持管理を行い、夏には、カヌーの貸し

出しや、カヌー教室を開催している。 

・ 河川水辺の国勢調査（空間利用実態調査）によれば、平成 9 年から平成 12 年にかけて利用者

数が減少したが、その後の環境整備事業を重点的に実施することで増加に転じている。平成 15

年では、概ね 48 万人の河川利用者がみられる。 
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平成15年に堤防利用が増加しているのは、赤鳥居箇所

（桜づつみ）整備の効果があると推測できる。
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年間利用者 

イベント名 整備箇所 開催月 場所 主催
Green Day 総社箇所 ４月 そうじゃ水辺の楽校 Green Day　実行委員会

高梁川の歴史と水と自然 － ５月 潮留堰下流右岸 環境衛生協議会上成支部

高梁川スポーツフェスティバル 船穂箇所 ７月 高梁川（船穂橋下流～潮止堰）
高梁川スポーツフェス
ティバル実行委員会

清流まつり 古地箇所 ７月
高梁川河川敷清音グラウンド
（川辺橋下流左岸）

清流まつり実行委員会

親子水辺教室 － ８月 高梁川（水江の渡し付近） 倉敷市

高梁川にかかわるイベント一覧



 

事業名 高梁川
たかはしがわ

水系直轄総合水系環境整備事業 事業主体 中国地方整備局 

① 事 業 

の必要性

に関する

視点 

②地域住民の評価 

・ 「川の通信簿（※1）」では、川辺箇所（まび水辺の楽校）、古地箇所（きよね水辺の楽校）、総社

箇所（そうじゃ水辺の楽校）において四ツ星（☆☆☆☆）、酒津箇所（酒津付近水辺の広場）、船

穂箇所（高梁川河川敷公園）において三ツ星（☆☆☆）と高い評価が得られている。 

 

（※1）川の通信簿：河川空間の現状を、市民団体との協働作業で、｢自然の豊かさ｣、｢水辺のはいり

やすさ｣など 16 項目で点検し、5 段階で満足度を評価するもの。 

 

２）費用対効果の分析（試行） 

 ・ CVM（仮想市場法）による費用便益は、3.98 で十分な投資効果がある。 

 

 

・水辺の環境が整備された箇所では、新たな利用の創出や地域イベントの活発な利用など、地域の活

性化に繋がった。 

・水辺の楽校は地域の社会教育施設として、環境学習や自然体験の場として定着している。 

・淡水魚の宝庫である高梁川の魚類生息環境を保全するための移動性の確保を行う。 

 

本事業に関する費用（総費用） 本事業の効果（総便益） 

■建設費 

 総事業費（※1）   =1,032 百万円 

 現在価値事業費（※2）=1,019 百万円 ① 

■維持管理費（※3）  = 132 百万円 ② 

 

 

 

 

総費用（C） 

  ① + ②     = 1,151 百万円 

 

※1：完成から計画中の全箇所に必要な費用 

※2：将来または過去の費用を現在の価値に  

換算（社会的割引き率 4%考慮） 

※3：維持管理費として累積事業費の 

0.5％を計上 

 

■便益算定原単位 

 支払意思額（※4） = 300 円/世帯/月 

 受益世帯数（※5） = 51,939 世帯 

■便益 

 年便益額         = 187.0 百万円 

  （300円/世帯/月×51,939世帯×12ヶ月）

 年便益総和（※6）  = 4,523 百万円③  

■ 残存価値（※7） = 53 百万円④ 

 総便益費（B） 

  ③ + ④        =  4,576 百万円 

 

※4：CVM ｱﾝｹｰﾄによりﾉﾝﾊﾟﾗﾒﾄﾘｯｸ法にて算定 

※5：ｱﾝｹｰﾄ結果より直轄区間沿川 2km 内世帯数

を計上 

※6：年便益費を評価期間で累計（社会的割引率

4％考慮） 

※7：評価対象期間末地点で当事業に残っている

価値 

評価対象期間内 = 整備期間 + 50 年 

費用対効果分析の結果 B/C＝3.98 

 

配布数 1,500 有効回答数 ３３０ （回収率 22.0％） 300 円／世帯・月 ※中央値 

②事業進

捗の見込

み 

  

・地域の河川利用に資する水辺環境整備に対する要望は強く、地域計画や地域からの意見を取り入れ

ながら、協力体制を確立し、事業を実施していく。 

再 

評 

価 

の 

視 

点 

③コスト

縮減や代

替の可能

性 

 

・ 河川空間の地域からの要望は強く、代替案は考えられない。 

・ 整備箇所の除草作業や清掃などの日常管理は、地元の協力を得て実施している。 

・ 河川内で伐採した樹木等をチップ化し、一般に提供するなど建設副産物の抑制と有効活用により、

コスト縮減を推進する。 

 

今後の対応方

針 

 

・ 以上の観点から高梁川の環境整備事業は、継続が妥当。 

・ 今後、施設整備や維持管理に要する費用について更なるコスト縮減に努力しつつ、地域との連携

を深め、効率的で効果的な事業を継続する。 


